
議案の概要
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議案等一覧表・議決結果

小倉第２雨水貯留施設が28年３月末に完成します！

　
近
年
の
異
常
気
象
に
よ
り
、
頻
発
し
て

い
る
豪
雨
に
よ
る
浸
水
被
害
を
未
然
に
防

ぐ
目
的
で
、
26
年
９
月
か
ら
工
事
が
始
ま

っ
て
い
た
ふ
れ
あ
い
文
化
セ
ン
タ
ー
駐
車

場
の
地
下
の
雨
水
貯
留
施
設
が
、
来
年
３

月
に
完
成
す
る
。
総
事
業
費
は
約
10
億
３

６
０
０
万
円
の
見
込
み
、
貯
留
で
き
る
水

の
量
は
約
１
万
５
千
ト
ン
で
、
こ
れ
に
よ

っ
て
市
北
部
の
浸
水
防
止
に
大
き
く
寄
与

す
る
こ
と
に
な
る
。

　
９
月
に
発
生
し
た
常
総
市
の
堤
防
決
壊

に
よ
る
甚
大
な
豪
雨
災
害
は
、
記
憶
に
新

し
い
出
来
事
で
あ
る
。
想
定
を
超
え
る
自

然
の
猛
威
に
対
す
る
備
え
は
、
万
全
の
上

に
万
全
を
重
ね
て
行
か
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
市
民
の
皆
様
の
生
命
と
財
産
を
守
る

こ
と
は
行
政
の
重
大
な
責
務
で
あ
る
。

　「
決
算
審
査
特
別
委
員
会
」
が
設
置
さ

れ
、
26
年
度
一
般
会
計
の
決
算
審
査
が
行

わ
れ
た
。

　
歳
入
決
算
額
３
２
７
億
１
０
８
６
万
９

千
円
に
対
し
、
歳
出
決
算
額
３
１
７
億
３

１
７
７
万
７
千
円
で
あ
り
、
歳
入
歳
出
差

引
額
は
９
億
７
９
０
９
万
２
千
円
。
こ
れ

か
ら
27
年
度
に
繰
り
越
し
た
分
を
差
し
引

い
た
実
質
収
支
は
６
億
４
８
４
９
万
６
千

円
の
黒
字
と
な
っ
た
。

　
歳
入
の
収
入
増
を
上
回
る
ペ
ー
ス
で
、

扶
助
費
や
繰
出
金
な
ど
の
歳
出
が
増
え
て

い
る
が
、
今
後
も
持
続
可
能
な
財
政
運
営

に
努
力
し
て
ほ
し
い
と
要
望
し
、
賛
成
多

数
で
認
定
し
た
。

　
公
私
連
携
型
保
育
所
と
は
、
民
設
民
営

の
保
育
所
で
あ
り
な
が
ら
も
法
律
に
基
づ

く
市
町
村
の
関
与
が
可
能
と
な
る
新
た
な

保
育
所
の
運
営
形
態
で
あ
る
。
公
私
連
携

保
育
法
人
は
、
市
町
村
の
指
定
を
受
け
て

公
私
連
携
型
保
育
所
を
設
置
・
運
営
す
る
。

　
メ
リ
ッ
ト
は
、①
施
設
整
備
に
対
し
補

助
基
本
額
の
２
分
の
１
は
、
国
の
交
付
金

ま
た
は
補
助
金
が
受
け
ら
れ
る
②
公
定
価

格
（
運
営
費
）
か
ら
保
育
料
徴
収
基
準
額

を
控
除
し
た
額
の
４
分
の
３
は
、
国
・
県

が
負
担
す
る
③
公
立
保
育
所
に
準
じ
た
運

営
を
さ
せ
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。

土
曜
日
の
教
育
活
動
推
進
事
業

「
ま
な
び
や
　
春
日
」

　
学
習
の
節
目
ご
と
に
理
解
に
課
題
を

抱
え
る
児
童
に
対
し
、
土
曜
日
を
活
用
し

て
復
習
中
心
の
補
充
学
習
を
行
う
こ
と
に

よ
り
、
基
礎
基
本
お
よ
び
学
習
習
慣
の
定

平
成
26
年
度

一般
会
計
決
算
認
定

一般
会
計
補
正
予
算

１
億
８
７
６
２
万
円
増

公
私
連
携
型
保
育
所
を

導
入
予
定

9月定例会で議決された議案等一覧表

▽固定資産評価審査委員会委員の選任 [同　　意]
▽人権擁護委員の候補者の推薦 [同　　意]

人事案件 2件

▽放課後児童クラブの指定管理者の指定 [原案可決]

その他の案件 １件

▽決算審査特別委員会の設置 [原案可決]

議員提出議案 １件

▽少人数学級推進、義務教育費国庫負担制度拡充に
　関する請願 [採　　択]

請願 １件

▽専決処分（公用車による交通事故に伴う損害賠償
　の額の決定）３件 [受　　理]
▽平成26年度健全化判断比率 [受　　理]
▽平成26年度資金不足比率 [受　　理]

報告事項 ５件

▽治安維持法犠牲者国家賠償法（仮称）の制定を
　支持し、政府に対し意見書の提出を求める陳情書 
 [総務文教委員会に送付]

陳情 １件

▽行政手続における特定の個人を識別するための番号
　の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び
　特定個人情報の提供に関する条例 [原案可決]

条例の制定 1件

▽個人情報保護条例 [原案可決]
▽手数料条例 [原案可決]
▽議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等
　に関する条例及び市職員退職手当支給条例
 [原案可決]
▽公の施設の設置及び管理に関する条例 [原案可決]
▽保育所設置条例 [原案可決]
▽廃棄物の減量及び適正処理に関する条例 [原案可決]
▽予防接種健康被害調査委員会条例 [原案可決]
▽市営住宅条例 [原案可決]

条例の一部改正 8件

▽一般会計(第２号) [原案可決]
▽国民健康保険事業特別会計(第２号) [原案可決]
▽後期高齢者医療事業特別会計（第1号） [原案可決]
▽介護保険事業特別会計（第1号） [原案可決]
▽下水道事業会計（第1号） [原案可決]

平成27年度　補正予算 ５件

▽後期高齢者医療事業特別会計 [認　　定]
▽介護保険事業特別会計 [認　　定]
▽下水道事業会計利益の処分及び収入支出決算
 [原案可決及び認定]

▽一般会計 [認　　定]
▽国民健康保険事業特別会計 [認　　定]

平成26年度　決算認定 ５件

▽少人数学級推進、義務教育費国庫負担制度拡充を
　求める意見書 [原案可決]
▽地方創生に係る新型交付金等の財源確保を求める
　意見書 [原案可決]

意見書 ２件

議決結果（賛否が分かれた案件）

平成２７年第３回（９月）定例会

件　　　　　　　　　　  名

※金堂清之議員(翔春会)は議長職のため、表決権はありません。　※◎は会派代表者 （○賛成　●反対）

※その他の案件については全員賛成で可決されました。　

春風会 会派大樹 会派に所属
しない議員

議決結果

公明党 創政会衆政会 翔春会

白
水 

和
博

松
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德
晴

白
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勝
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近
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幸
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　織

髙
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裕
子

岩
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俊
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野
口 

明
美

米
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貴
浩

竹
下 

尚
志

與
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　洋

川
﨑 

英
彦

内
野 

明
浩

吉
居 

恭
子

西
川 

文
代

岩
渕 

　穣

武
末 

哲
治

個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定

手数料条例の一部を改正する条例の制定

平成26年度一般会計歳入歳出決算認定

少人数学級推進、義務教育費国庫負担制度
拡充に関する請願

少人数学級推進、義務教育費国庫負担制度
拡充を求める意見書

原案可決

原案可決

原案可決

採　択

認　定

原案可決

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律に基づく個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例の制定
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欠

欠

欠
欠

欠

欠

◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎
中
原 

智
昭

第
３
回
（
９
月
）
定
例
会
は
９
月
１
日
に
招
集
さ
れ
、
９
月
25
日
ま
で
の
25
日
間
の

会
期
で
開
催
さ
れ
、
23
議
案
並
び
に
１
請
願
、
２
意
見
書
な
ど
を
審
議
し
ま
し
た
。

着
化
を
図
る
こ
と
を
目
的
に
モ
デ
ル
事
業

と
し
て
小
学
校
４
校
で
始
ま
る
こ
と
に

な
っ
た
。

■
教
科
　
　
　
国
語
・
算
数

■
対
象
学
年
　
４
年
生
〜
６
年
生

■
実
施
時
間
　
土
曜
日
の
午
前
中
を
想
定

■
実
施
回
数
　
月
２
回
程
度

■
実
施
期
間
　
27
年
10
月
〜
28
年
３
月

■
事
業
費
　
　
１
２
４
万
６
千
円
（
国
県

の
補
助
率
３
分
の
２
）


